
（経審）経営事項審査を受けなければ受注できない公共⼯事とは？ 
 
●次の①、②ともに該当する場合は、経営事項審査の総合評定値通知を受けなければ受

注することができません。 
 
① 発注者が次の何れかであるもの。 
・国 
・法⼈税法別表第⼀に掲げる公共法⼈ 

＜沖縄振興開発⾦融公庫、株式会社国際協⼒銀⾏、株式会社⽇本政策⾦融公庫、港務局、国⽴⼤学法⼈、
社会保険診療報酬⽀払基⾦、⽔害予防組合、⽔害予防組合連合、⼤学共同利⽤機関法⼈、地⽅公共団
体、地⽅公共団体⾦融機構、地⽅公共団体情報システム機構、地⽅住宅供給公社、地⽅道路公社、地
⽅独⽴⾏政法⼈、⼟地開発公社、⼟地改良区、⼟地改良区連合、⼟地区画整理組合、⽇本下⽔道事業
団、⽇本司法⽀援センター、⽇本中央競⾺会、⽇本年⾦機構、⽇本放送協会、独⽴⾏政法⼈（その資
本の額若しくは出資の⾦額の全部が国若しくは地⽅公共団体の所有に属しているもの⼜はこれに類す
るものとして、財務⼤⾂が指定をしたものに限る。）＞ 

 

・建設業法施⾏規則第１８条の法⼈ 
＜公益財団法⼈ＪＫＡ、国⽴研究開発法⼈科学技術振興機構、国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産業技

術総合開発機構、国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構、国⽴研究開発法⼈理化学研究所、⾸都
⾼速道路株式会社、消防団員等公務災害補償等共済基⾦、新関⻄国際空港株式会社、地⽅競⾺全国協
会、中間貯蔵・環境安全事業株式会社、東京地下鉄株式会社、東京湾横断道路建設事業者、独⽴⾏政
法⼈環境再⽣保全機構、独⽴⾏政法⼈勤労者退職⾦共済機構、独⽴⾏政法⼈中⼩企業基盤整備機構、
独⽴⾏政法⼈農業者年⾦基⾦、中⽇本⾼速道路株式会社、成⽥国際空港株式会社、⻄⽇本⾼速道路株
式会社、⽇本私⽴学校振興・共済事業団、⽇本たばこ産業株式会社、⽇本電信電話株式会社、東⽇本
電信電話株式会社、⻄⽇本電信電話株式会社、農林漁業団体職員共済組合、阪神⾼速道路株式会社、
東⽇本⾼速道路株式会社、本州四国連絡⾼速道路株式会社、北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道
株式会社、⽇本貨物鉄道株式会社＞ 
（これらの列記は平成 31 年時点のものです。） 

 
② ⼯事⼀件の請負代⾦の額が建築⼀式⼯事にあっては１，５００万円以上、その他の

⼯事にあっては５００万円以上のもの。 
 
●例外として、上記であっても、次の何れかに該当する場合は経営事項審査の総合評定

値通知を受けていなくとも受注できます。 
・堤防の⽋壊、道路の埋没、電気設備の故障その他施設⼜は⼯作物の破壊、埋没等で、

これを放置するときは、著しい被害を⽣ずるおそれのあるものによって必要を⽣じ
た応急の建設⼯事 

・経営事項審査を受けていない建設業者が発注者から直接請け負うことについて緊急
の必要その他やむを得ない事情があるものとして国⼟交通⼤⾂が指定する建設⼯
事 


